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１ 調査目的 

本調査は、県内中小企業・小規模企業者におけるデジタル技術の活用状況を把握し、今後のデジタル

化・ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進に向けた施策の方向性や具体的な事業の検討

に活用することを目的に行った。 

 

２ 調査方法 

令和３年経済センサス活動調査によると、県内に本社（本所）がある企業（法人・個人経営）及び

単独事業所は約 32,000 社であり、その中から、地域及び業種間の偏りを補正した上で 1,600 社を無

作為抽出し、本年７月にアンケート調査を行った結果、回答企業数は 592 社（回収率 37.0％）であっ

た。 

また、アンケート調査の回答を集計後、業種や従業員数を考慮した上で 10社を選定し、本年９月に

ヒアリング調査を実施した。 

 

３ 調査結果の概要 

 

  

①【デジタル技術の活用状況】 

汎用ソフトや個別業務ソフトの活用が増加傾向にあり、オフィスツールの活用は８割を超

えている。一方で、ＩｏＴやＡＩ等の先端技術の活用は５％未満と低い水準にとどまってい

る。 

②【経営課題への活用状況】 

重要な経営課題への活用は約７割と前回調査よりも増加しており、デジタル技術の活用は

前進している。 

③【今後の活用予定】 

「デジタル技術の新たな導入や検討の予定はない（現状のまま）」と回答した事業者は約

４割、そのうち約４割は必要性を感じていない。 

④【導入効果と問題点】 

技術導入・運用による効果については、主に「業務の効率化」が挙げられている。 

デジタル技術導入・運用における問題点については、主に「導入費用負担」と「従業員の

スキル不足」が挙げられている。 
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①【デジタル技術の活用状況】 

汎用ソフトや個別業務ソフトの活用が増加傾向にあり、オフィスツールの活用は８割を超えている。

一方で、ＩｏＴやＡＩ等の先端技術の活用は５％未満と低い水準にとどまっている。 

 

【アンケート調査結果】 

汎用ソフトを活用している割合は、オフィスツール（83.1％／2022年比 9.2％ポイント増）をはじ

め全てのツールで前回調査より増加している。個別の業務システムを活用している割合は、会計管理

システム（72.6％／2022 年比 11.5％ポイント増）が前回調査（2022 年）より増加するなど、概ね横

ばいから増加傾向にある。ＷＥＢ会議ツールは約４割、ＩｏＴやＡＩ、生成ＡＩ等の先進技術を活用

する事業者の割合は、いずれも５％未満と低い水準であった。 

 

【主なヒアリング内容】 

・システム全般について、クラウドへの移行を進めている。（小売業） 

・ツールが増えて業務管理が煩雑になるのを防ぐため、ツール同士が連携できる拡張性の高いソフト

を選定した。（医療・福祉） 

 

活用しているデジタル技術［Ｑ２－２］ 

 

※１ 2022年調査では「財務会計システム」として聴取。 ※２ 2022年調査では「人事給与システム」として聴取。 

※３ 2022年調査では「ＷＥＢ会議ツール（Ｚｏｏｍ等）」「生成ＡＩ」「その他」「デジタル技術の導入・活用はしていない」は未聴取。 

  

41.4%

56.8%

78.9%

83.1%

82.9%

23.0%

3.2%

43.1%

72.6%

24.0%

29.9%

33.4%

9.0%

9.0%

1.9%

53.9%

11.0%

1.7%

3.0%

1.5%

3.5%

26.7%

3.2%

3.2%

0.5%

44.2%

58.3%

76.9%

73.9%

78.3%

20.6%

2.5%

61.1%

42.8%

26.4%

31.4%

9.4%

9.2%

3.3%

51.4%

11.4%

1.1%

1.7%

1.1%

29.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

社内ＬＡＮ

インターネット（有線）

インターネット（無線Ｗｉｆｉ等）

オフィスツール（Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ等）

電子メール

グループウェア

ＢＩツール

ＷＥＢ会議ツール（Ｚｏｏｍ等）（※３）

会計管理システム（※１）

人事管理システム（※２）

顧客管理システム

販売管理システム

生産管理システム

購買管理システム

ＥＲＰ（基幹業務統合システム）

ホームページ

ＥＣサイト

ＲＰＡ

ＩｏＴ

ＡＩ

生成ＡＩ（※３）

キャッシュレス決済

その他（※３）

デジタル技術の導入・活用はしていない（※３）

無回答

2024年調査(n=592) 2022年調査(n=360)

ネット

ワーク

汎用

ソフト

業務

ソフト

その他

9.2％pt 増 

11.5％pt 増 
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②【経営課題への活用状況】 

重要な経営課題への活用は約７割と前回調査よりも増加しており、デジタル技術の活用は前進してい

る。 

 

【アンケート調査結果】 

「非常に重要である」「やや重要である」とする経営課題は、次のとおりであった。 

・生産性向上・事務効率化 69.9％ 

・コスト削減（生産コスト、事務コスト） 64.2％ 

・売上拡大（販路開拓・高付加価値化） 60.8％ 

 

上記の経営課題に対してデジタル技術で「対応済（一部対応済含む）」「対応中・検討中」と回答し

た割合は、次のとおりであった。 

・生産性向上・事務効率化 78.0％（2022年比 3.0％ポイント増） 

・コスト削減（生産コスト、事務コスト） 73.9％（2022年比 8.9％ポイント増） 

・売上拡大（販路開拓・高付加価値化） 66.6％（2022年比 7.4％ポイント増） 

 

【主なヒアリング内容】 

・社長がリーダーシップを取り、現場の課題をヒアリングしながら、デジタル技術の導入を進めてい

る。（製造業） 

・人手不足などの課題に直面して、デジタル技術を活用した事務効率化を進めている。（運輸業） 
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経営課題の重要度合［Ｑ２－１－１］ 

 

 

 

重要な経営課題におけるデジタル技術での対応状況［Ｑ２－１－２］ 
（Ｑ２－１－１で、「非常に重要である」や「重要である」と回答した企業のデジタル技術での対応状況） 

  

  

19.4%

26.8%

29.2%

22.1%

18.2%

8.9%

13.4%

12.6%

12.9%

21.6%

16.9%

11.3%

28.6%

47.2%

47.1%

48.8%

41.9%

48.3%

44.6%

45.7%

48.0%

40.7%

51.2%

46.0%

46.9%

42.9%

25.6%

21.6%

17.9%

30.2%

27.6%

41.3%

34.0%

32.7%

35.1%

21.9%

31.0%

36.8%

14.3%

6.1%

3.4%

2.9%

5.0%

4.5%

3.8%

4.8%

6.1%

10.1%

4.3%

4.8%

4.0%

0.0%

1.7%

1.1%

1.2%

0.9%

1.4%

1.4%

2.1%

0.6%

1.2%

1.0%

1.3%

0.9%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上拡大(販路開拓、高付加価値化)(n=360)

コスト削減(生産コスト、事務コスト)(n=380)

生産性向上・事務効率化(n=414)

工期・納期の管理・短縮(n=222)

品質管理・品質向上(製品・サービスの向上)(n=352)

新事業(新製品・新サービスの開発)(n=213)

人手確保(n=335)

人材育成(技術向上・技術継承)(n=342)

事業承継(後継者の確保・育成)(n=248)

働き方改革の推進(n=301)

財務関連(資金繰り、新事業・設備投資)(n=313)

企業信頼の向上(ＣＳＲ、リスクマネジメントの推進)(n=326)

その他(n=7)

対応済（一部対応済含む） 対応中・検討中 未対応 デジタル技術で対応できることを知らない 無回答

66.6％ 

73.9％ 

78.0％ 
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③【今後の活用予定】 

「デジタル技術の新たな導入や検討の予定はない（現状のまま）」と回答した事業者は約４割、その

うち約４割は必要性を感じていない。 

 

【アンケート調査結果】 

今後のデジタル技術の活用予定については、前回調査（2022 年）から「積極的に活用する」「良い

システムがあれば検討する」と回答した事業者が減少し、「新たな導入や検討の予定はない（現状のま

ま）」と回答した事業者が増加した。 

・良いシステムやサービスがあれば検討する 44.9％（2022年比 4.8％ポイント減） 

・新たな導入・検討の予定はない（現状のまま） 38.7％（2022年比 5.6％ポイント増） 

・積極的に活用する 12.0％（2022年比 2.4％ポイント減） 

 

新たな導入・検討の予定がない理由は、「デジタル技術導入の必要性を感じていない」（44.5％／2022

年比 3.3％ポイント増）が最も高く、次いで「デジタル技術導入の資金的な余裕がない」（21.4％／2022

年比 3.0％ポイント減）、「デジタル技術を活用できる人がいない」（12.7％／2022年比 6.6％ポイント

減）の順であった。 

 

【主なヒアリング内容】 

・過去にツールを導入したが社員の利用が進まず、新たな導入には消極的になっている。（製造業） 

・紙の方が見やすいという声が多く、ペーパーレスはなかなか進まない。（卸売・小売業） 

 

 

デジタル技術活用に関する今後の方針［Ｑ３－１］ 

  

 

 

新たな導入や検討の予定はない（現状のまま）の理由［Ｑ３－３］ 

（Ｑ３－１で、「新たな導入・検討の予定はない（現状のまま）」と回答した企業）

  

12.0%

44.9%

38.7%

4.4%

14.4%

49.7%

33.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

積極的に活用する

良いシステムやサービスがあれば検討する

新たな導入や検討の予定はない（現状のまま）

無回答

2024年調査(n=592) 2022年調査(n=360)

44.5%

21.4%

12.7%

9.6%

2.2%

9.2%

0.4%

41.2%

24.4%

19.3%

7.6%

7.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

デジタル技術導入の必要性を感じていない

デジタル技術導入の資金的な余裕がない

デジタル技術を活用できる人がいない

デジタル技術の導入効果が分からない

デジタル技術の導入方法が分からない

その他

無回答

2024年調査(n=229) 2022年調査(n=119)

5.6％pt 増 

3.3％pt 増 
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④【導入効果と問題点】 

技術導入・運用による効果については、主に「業務の効率化」が挙げられている。 

 デジタル技術導入・運用における問題点については、主に「導入費用負担」と「従業員のスキル不足」

が挙げられている。 

 

【アンケート調査結果】 

デジタル技術導入・運用による効果は、「業務の効率化」（71.9％）が最も高く、次いで「生産性の

向上」（23.3％）、「コスト削減」（20.2％）の順であった。 

デジタル技術導入・運用における問題点は、「導入費用負担」（54.6％／2022年比 2.3％ポイント減）

が最も高く、次いで「従業員のスキル不足」（33.7％／2022年比 1.3％ポイント減）、「運用に係る作業

負担」（24.9%／2022年比 1.3％ポイント増）の順であった。 

 

【主なヒアリング内容】 

・グループウェアとタブレットの導入により外出時も社内情報にアクセス可能となり、業務効率が上

がった。（保険業） 

・デジタル化を進めようという方針はあるが、初期投資等のコスト面がボトルネックとなり導入に至

っていない。（宿泊業） 

デジタル技術の導入や運用による効果［Ｑ２－４］ 

（Ｑ２－２で、「活用していない」以外と回答した企業） 

 
デジタル技術の導入や運用における問題点［Ｑ２－５］ 

（Ｑ２－２で、「活用していない」以外と回答した企業） 

 

71.9%

23.3%

20.2%

14.9%

14.2%

14.0%

12.6%

8.4%

8.4%

8.8%

1.9%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業務の効率化

生産性の向上

コスト削減

人手不足の解消

コミュニケーションの改善

顧客満足度の向上

売上高の向上

多様な働き方の実現

利益率の向上

効果を感じなかった

その他

無回答

2024年調査(n=570)

54.6%

33.7%

24.9%

20.5%

18.1%

15.6%

13.5%

11.9%

0.9%

13.9%

10.4%

56.9%

35.0%

23.6%

23.9%

24.7%

15.8%

21.9%

15.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

導入費用負担（※１）

従業員のスキル不足

運用に係る作業負担（※２）

社内業務との整合性

情報セキュリティの確保（※３）

製品選定

業者選定

相談先の有無（※４）

その他（※４）

特になし

無回答

2024年調査(n=570) 2022年調査(n=360)

※１ 2022 年調査では「費用」として聴取。  

※２ 2022 年調査では「運用負担（作業量、費用）」として聴取。 

※３ 2022 年調査では「情報セキュリティ」として聴取。  

※４ 2022 年調査では「相談先の有無」「その他」は未聴取。 
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⑤【総括】 

・８割以上の事業者がオフィスツールなどを導入しているほか、重要な経営課題への活用は約７割とな

っており、デジタル技術の活用は前進している。また、デジタル技術を導入している事業者において

は、約７割が業務効率化の効果を感じている。 

・一方で、依然として約３割の事業者は経営課題への解決手段として活用できていない状況にあるほか、

約４割の事業者が「新たな導入や検討の予定はない（現状のまま）」と回答しており、デジタル技術の

活用度合いは事業者によって差がある。 

・デジタル技術の導入や運用に当たって障害となったものとしては、前回調査と同じく「導入費用負担」、

「従業員のスキル」等が多く挙げられた。 

・こうした状況を踏まえ、県では、業界別デジタル化事例の横展開やポータルサイトによる情報発信、

ＤＸ戦略の策定・実行のための伴走型支援など事業者の活用度合いに応じた支援を実施することで、

デジタル技術活用による県内産業の生産性の向上や競争力強化を図っていく。 

・また、ＩｏＴやＡＩ等の先進技術を体験する研修会の開催等により事業者のデジタルスキルの向上を

図るとともに、デジタル技術の導入に係る支援を実施していく。 

 


